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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

決算年度
2025年度

中間連結会計期間
2026年度

中間連結会計期間
2025年度

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上収益 （百万円） 667,352 741,115 1,413,251

税引前中間（当期）利益 （百万円） 30,783 62,177 50,023

親会社の所有者に帰属する

中間（当期）利益
（百万円） 18,664 44,655 18,201

中間（当期）包括利益合計 （百万円） 26,228 41,038 72,310

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 819,206 875,105 853,503

総資産額 （百万円） 1,447,428 1,575,501 1,534,870

基本的１株当たり

中間（当期）利益
（円） 58.26 139.52 56.81

希薄化後１株当たり

中間（当期）利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 56.60 55.54 55.61

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 24,238 69,029 112,372

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △36,839 △33,134 △65,561

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △36,935 △20,773 △39,604

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 217,893 299,781 288,582

　（注）１．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS会計基準」という。）に準拠して作成された要約中間連結財務諸表

および連結財務諸表に基づいております。

２．希薄化後１株当たり中間（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、エプソングループ（当社および当社の関係会社を指し、以下「エプソン」とい

う。）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。

なお、当連結会計年度より、新長期ビジョン「ENGINEERED FUTURE 2035」に基づき報告セグメントの区分を変更

し、「プレシジョンイノベーション」、「インダストリアル＆ロボティクス」、「オフィス・ホームプリンティン

グ」および「ビジュアル＆ライフスタイル」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントは、「第

４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記」に掲げるセグメントの区分と同一で

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

当中間連結会計期間末における資産合計は、主に棚卸資産やその他の金融資産が増加したことなどにより、前

連結会計年度末に対して406億円増加し１兆5,755億円となりました。

負債合計は、主に仕入債務及びその他の債務が増加したことなどにより、前連結会計年度末に対して190億円増

加し7,003億円となりました。

親会社の所有者に帰属する持分合計は、主に自己株式の取得や在外営業活動体の換算差額を主因としたその他

の包括利益のマイナス計上、配当金の支払いがあった一方で、親会社の所有者に帰属する中間利益447億円の計上

があったことなどにより、前連結会計年度末に対して216億円増加し8,751億円となりました。

 

②経営成績

当中間連結会計期間における世界経済は、AI関連需要や輸出の増加が一部の国・地域の生産活動を下支えした

一方で、中東情勢の緊迫化に伴う資源・エネルギー価格の上昇や通商政策をめぐる不確実性などにより、先行き

不透明な状況が継続しました。地域別の動向として、国内経済は緩やかな回復基調のもと推移しました。米国経

済は、個人消費が底堅く推移するとともに、AI関連を中心とした投資が経済活動を下支えしました。欧州経済

は、物価上昇の影響が継続するなか、成長鈍化基調となりました。中国経済は、内需に弱さが見られた一方で、

ハイテク産業を中心とした生産活動や輸出が経済活動を下支えしました。

　このような状況のなか、売上収益は、7,411億円（前年同期比11.1％増）となりました。

事業利益は、米国関税還付や増収の影響などにより、672億円（同79.4％増）となりました。また、営業利益は

632億円（同102.9％増）、税引前中間利益は622億円（同102.0％増）となりました。親会社の所有者に帰属する

中間利益は447億円（同139.3％増）となりました。

なお、当中間連結会計期間の米ドルおよびユーロの平均為替レートはそれぞれ159.32円および184.31円と前年

同期に比べて、米ドルは９％の円安、ユーロは10％の円安に推移しました。

 

　※　事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しています。

 

 報告セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。なお、当連結会計年度より、新長期ビジョン

「ENGINEERED FUTURE 2035」に基づき報告セグメントの区分を変更し、「プレシジョンイノベーション」、「イ

ンダストリアル＆ロボティクス」、「オフィス・ホームプリンティング」および「ビジュアル＆ライフスタイ

ル」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントは、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財

務諸表　要約中間連結財務諸表注記」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

 

（プレシジョンイノベーションセグメント）

プレシジョンイノベーションセグメントの売上収益は、インクジェットソリューションズ事業やマイクロデ

バイス事業を中心に売上が伸長し、大幅な増収となりました。

インクジェットソリューションズ事業は、前年同期は一時的に受注が低下していた一方、当期は新規顧客開

拓の進展などがあり大幅な増収となりました。

マイクロデバイス事業は、水晶デバイスの売上拡大が継続していることや、半導体で需要の回復が見られた

ことなどにより大幅な増収となりました。

プレシジョンイノベーションセグメントのセグメント利益は、増収の影響が大きく、大幅な増益となりまし

た。

　以上の結果、プレシジョンイノベーションセグメントの売上収益は1,009億円（前年同期比24.4％増）、セグ

メント利益は324億円（同55.5％増）となりました。
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（インダストリアル＆ロボティクスセグメント）

インダストリアル＆ロボティクスセグメントの売上収益は、為替のプラス影響に加え、商業・産業プリン

ティング事業、ロボティクス事業で増収となり、大幅な増収となりました。

商業・産業プリンティング事業は、為替のプラス影響に加え、完成品の一部機種の好調な販売により増収と

なりました。

ロボティクス事業は、為替のプラス影響に加え、中国やアジア圏での需要を獲得できたことなどにより大幅

な増収となりました。

インダストリアル＆ロボティクスセグメントのセグメント利益は、米国関税還付や増収、為替のプラス影響

などにより、大幅な増益となりました。

 以上の結果、インダストリアル＆ロボティクスセグメントの売上収益は1,649億円（前年同期比15.1％増）、

セグメント利益は194億円（同131.7％増）となりました。

 

（オフィス・ホームプリンティングセグメント）

　オフィス・ホームプリンティングセグメントの売上収益は、為替のプラス影響があり、SOHO・ホームIJPを中

心に売上が増加し、増収となりました。

SOHO・ホームIJPは、為替のプラス影響があり主に大容量インクタンクモデル本体で売上が増加し、増収とな

りました。本体の販売数量について、大容量インクタンクモデルの需要は堅調に推移した一方で、当第１四半

期に部品調達で一時的な問題が発生したことなどにより、全体では減少しました。また、消耗品は、インク

カートリッジ、大容量インクタンクモデルのインクボトルとも増収となりました。

オフィス共有IJPは、為替のプラス影響があり本体、消耗品とも売上収益が増加し、増収となりました。

オフィス・ホームプリンティングセグメントのセグメント利益は、米国関税還付などにより、増益となりま

した。

　以上の結果、オフィス・ホームプリンティングセグメントの売上収益は3,385億円（前年同期比7.0％増）、

セグメント利益は306億円（同14.9％増）となりました。

 

（ビジュアル＆ライフスタイルセグメント）

　ビジュアル＆ライフスタイルセグメントの売上収益は、為替のプラス影響に加え、ウエアラブルプロダクツ

事業での売上が増加し、増収となりました。

　ビジュアルプロダクツ事業は、為替のプラス影響やFIFAワールドカップ需要に伴う南米や欧州での販売増な

どがあり、増収となりました。

　ウエアラブルプロダクツ事業は、海外、国内とも需要が堅調であることなどにより、大幅な増収となりまし

た。

　ビジュアル＆ライフスタイルセグメントのセグメント利益は、米国関税還付などにより、大幅な増益となり

ました。

　以上の結果、ビジュアル＆ライフスタイルセグメントの売上収益は1,346億円（前年同期比7.0％増）、セグ

メント利益は141億円（同21.1％増）となりました。

 

（調整額）

報告セグメントに帰属しない基礎研究に関する研究開発費や新規事業・本社機能に係る収益、費用の計上な

どにより、報告セグメントの利益の合計額との調整額が△294億円（前年同期の調整額は△301億円）となりま

した。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に棚卸資産の増加額などの減少要因があった

ものの、中間利益447億円や減価償却費及び償却費、仕入債務の増加額などの増加要因があったことにより、690

億円の収入（前年同期は242億円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産および無形資産の取得による支出などにより、331億

円の支出（前年同期は368億円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払額、自己株式の取得による支出などにより、208億円

の支出（前年同期は369億円の支出）となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、為替変動の影響を合わせて、前連結会計年度末

から112億円増加し、2,998億円となりました。

 

（3）経営方針・経営戦略等

エプソンは、2026年３月に、2035年に向けた新たな長期ビジョン「ENGINEERED FUTURE 2035」を策定しまし

た。エプソンは、「省・小・精」の技術・思想を基盤として、精密技術と現場で培った知見を掛け合わせ、最適

解を産業と社会に実装していくことを通して、「産業の生産性と信頼性を高め、持続可能な成長を実現するこ

と」「学び・働き・暮らしに新たな価値を創出し可能性を広げていくこと」「人と地球がともに前に進み続けら

れるよう、社会価値と企業価値を同時に高めていくこと」を、「ENGINEERED FUTURE 2035」で目指す姿と定めて

います。

「ENGINEERED FUTURE 2035」で目指す姿を達成するために、10年間を３つのPhaseに分け、2026年度から2028年

度までの中期経営計画をPhase １と定めています。Phase １においては「収益基盤の変革」と「成長領域への資

源集中投下」を実行し、2028年度までにROIC 8.0％の達成を目指します。

なお、当該長期ビジョンおよび中期経営計画についての詳細は、2026年３月13日付の適時開示資料「長期ビ

ジョン「ENGINEERED FUTURE 2035」と中期経営計画 Phase １を策定」（※）をご参照ください。

※　下記当社Webサイトにも同資料を掲載

　　https://corporate.epson/ja/investors/publications/presentations.html

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、エプソンが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるエプソンの研究開発活動の金額は241億円です。

エプソンは、新たに策定した長期ビジョン「ENGINEERED FUTURE 2035」のもと、「省・小・精」の技術・思想

を基盤として、精密技術と現場で培った知見を掛け合わせ、最適解を産業と社会に実装していく考え方を明確に

しています。また、成長を牽引する領域に経営資源を集中し、その成果を確実に企業価値へつなげていく方針で

す。

研究開発体制は、2026年４月１日付の組織変更により、従来の技術開発本部体制を見直し、３つの開発セン

ターへ再編しました。３つの開発センター（材料・加工プロセス開発センター、MEMS・デバイス開発センター、

AI開発・分析技術センター）を中核に、技術の出口にあたる事業責任者が各センターの責任者を兼任すること

で、事業戦略と開発の方向性を一致させ、技術の強みの最大化と成長を加速させます。

材料・加工プロセス開発センターおよびMEMS・デバイス開発センターは、事業戦略と連動した中長期技術開発

を担当し、AI開発・分析技術センターは全社共通基盤として、AI技術と分析・CAE技術を最大活用し全事業に対す

る技術開発を支援します。

各事業の製品開発および事業化に直結した技術開発と、全社に共通した技術基盤の高度化を両輪で推進し、全

社一体となって技術革新と社会実装による価値創出に取り組んでまいります。

 

３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,214,916,736

計 1,214,916,736

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2026年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2026年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 373,573,152 373,573,152
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 373,573,152 373,573,152 ─ ─

 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 373,573,152 － 53,204 － 84,321
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(5)【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する
所有株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 68,571,300 21.56

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１－８－12 27,572,400 8.66

セイコーグループ株式会社 東京都中央区銀座４－５－11 11,000,000 3.45

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信

託　みずほ銀行口　再信託受託者　株式

会社日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１－８－12 8,153,800 2.56

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２－15－１）

6,772,851 2.12

エプソングループ従業員持株会 長野県諏訪市大和３－３－５ 6,450,281 2.02

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK,

NEW YORK 10286 U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１－４－

５）

5,229,913 1.64

第一生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行）

東京都千代田区有楽町１－13－１

（東京都中央区晴海１－８－12）
4,586,400 1.44

JPモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－３ 4,480,573 1.40

服部　悦子 東京都港区 4,321,400 1.35

計 － 147,138,918 46.26

（注）１．当社は、自己株式55,536,582株を所有しておりますが、上記大株主の状況から除外しております（発行済株

式総数に対する所有株式数の割合14.87％）。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行の所

有株式は、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産に拠出したものです。
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３．野村證券株式会社およびその共同保有者から2026年４月３日付で関東財務局長に提出された変更報告書によ

り、2026年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して中間配当に係る基準日である2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－13－１ 1,924,816 0.52

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２－２－１ 31,718,700 8.49

計 － 33,643,516 9.01

 

４．三井住友信託銀行株式会社およびその共同保有者から2026年５月21日付で関東財務局長に提出された変更報

告書により、2026年５月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として中間配当に係る基準日である2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区芝公園１－１－１ 7,141,300 1.91

アモーヴァ・アセットマネジメント株

式会社
東京都港区赤坂９－７－１ 17,651,800 4.73

計 － 24,793,100 6.64

 

５．野村證券株式会社およびその共同保有者から2026年８月７日付で関東財務局長に提出された変更報告書によ

り、2026年７月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して中間配当に係る基準日である2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２－２－１ 29,612,400 7.93

計 － 29,612,400 7.93
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 55,536,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 317,885,200 3,178,852 －

単元未満株式 普通株式 151,452 － －

発行済株式総数  373,573,152 － －

総株主の議決権  － 3,178,852 －

（注）証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数６個）は、「完全議決権株式（その他）」欄に含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

セイコーエプソン

株式会社

東京都新宿区新宿

４－１－６
55,536,500 － 55,536,500 14.87

計 － 55,536,500 － 55,536,500 14.87

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下

「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編および第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

　なお、金額の表示は、百万円未満の端数を切り捨てて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

  
前連結会計年度
（2026年３月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  288,582  299,781

売上債権及びその他の債権  241,037  237,114

棚卸資産  394,733  419,385

未収法人所得税  15,095  10,588

その他の金融資産 11 6,479  10,973

その他の流動資産  22,005  29,847

流動資産合計  967,933  1,007,691

     

非流動資産     

有形固定資産  392,795  380,007

のれん及び無形資産  100,371  98,888

投資不動産  831  831

持分法で会計処理されている投資  2,415  2,485

退職給付に係る資産  331  317

その他の金融資産 11 28,859  38,558

その他の非流動資産  5,736  8,041

繰延税金資産  35,596  38,679

非流動資産合計  566,937  567,809

     

資産合計  1,534,870  1,575,501
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前連結会計年度
（2026年３月31日）

 
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

仕入債務及びその他の債務  164,478  179,026

未払法人所得税  7,054  16,439

社債、借入金及びリース負債 6,11 68,087  65,450

その他の金融負債 11 2,332  1,391

引当金  17,808  14,976

その他の流動負債  187,427  182,380

流動負債合計  447,189  459,664

     

非流動負債     

社債、借入金及びリース負債 6,11 163,371  173,067

その他の金融負債 11 5,430  5,785

退職給付に係る負債     16,530  16,011

引当金  9,592  9,339

その他の非流動負債  24,138  24,046

繰延税金負債  14,967  12,347

非流動負債合計  234,032  240,599

     

負債合計  681,222  700,263

     

資本     

資本金  53,204  53,204

資本剰余金  83,949  83,947

自己株式 7 △70,150  △77,741

その他の資本の構成要素  216,593  212,523

利益剰余金  569,907  603,171

親会社の所有者に帰属する持分合計  853,503  875,105

非支配持分  144  132

資本合計  853,648  875,237

     

負債及び資本合計  1,534,870  1,575,501
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（２）【要約中間連結包括利益計算書】

  
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

売上収益 5,9 667,352  741,115

売上原価  △431,398  △459,226

売上総利益  235,953  281,888

販売費及び一般管理費  △198,522  △214,732

その他の営業収益  2,550  7,437

その他の営業費用  △8,835  △11,388

営業利益  31,145  63,204

金融収益  2,407  2,653

金融費用  △2,752  △3,733

持分法による投資損益（△は損失）  △17  54

税引前中間利益  30,783  62,177

法人所得税費用  △12,116  △17,527

中間利益  18,667  44,650

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  18,664  44,655

非支配持分  2  △5

中間利益  18,667  44,650
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前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

確定給付制度の再測定  681  464

資本性金融商品の公正価値の純変動  1,604  3,091

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 2,285  3,555

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  6,193  △8,014

キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分  △930  835

持分法適用会社に対する持分相当額  13  11

純損益に振り替えられる可能性のある項
目合計

 5,275  △7,167

税引後その他の包括利益合計  7,561  △3,611

中間包括利益合計  26,228  41,038

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  26,228  41,050

非支配持分  0  △12

中間包括利益合計  26,228  41,038

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） 10 58.26  139.52

希薄化後１株当たり中間利益（円） 10 －  －
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】
 

  親会社の所有者に帰属する持分

  

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
確定給付制度
の再測定

 
資本性金融商
品の公正価値
の純変動

 
在外営業活動
体の換算差額

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2025年４月１日　残高  53,204  83,904  △70,260  －  5,368  160,122

中間利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  681  1,604  6,208

中間包括利益合計  －  －  －  681  1,604  6,208

自己株式の取得  －  －  △1  －  －  －

配当金 8 －  －  －  －  －  －

株式報酬取引  －  △33  111  －  －  －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 －  －  －  △681  －  －

所有者との取引額等合計  －  △33  110  △681  －  －

2025年９月30日　残高  53,204  83,871  △70,150  －  6,973  166,331

 

  親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

資本合計

  その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

  
キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの有効部分

 合計     

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2025年４月１日　残高  △296  165,194  572,710  804,752  139  804,891

中間利益  －  －  18,664  18,664  2  18,667

その他の包括利益  △930  7,563  －  7,563  △2  7,561

中間包括利益合計  △930  7,563  18,664  26,228  0  26,228

自己株式の取得  －  －  －  △1  －  △1

配当金 8 －  －  △11,852  △11,852  △0  △11,853

株式報酬取引  －  －  －  78  －  78

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 －  △681  681  －  －  －

所有者との取引額等合計  －  △681  △11,171  △11,775  △0  △11,775

2025年９月30日　残高  △1,227  172,076  580,203  819,206  138  819,344
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  親会社の所有者に帰属する持分

  

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
確定給付制度
の再測定

 
資本性金融商
品の公正価値
の純変動

 
在外営業活動
体の換算差額

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2026年４月１日　残高  53,204  83,949  △70,150  －  7,730  208,792

中間利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  464  3,091  △7,996

中間包括利益合計  －  －  －  464  3,091  △7,996

自己株式の取得 7 －  －  △7,675  －  －  －

配当金 8 －  －  －  －  －  －

株式報酬取引  －  △1  84  －  －  －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 －  －  －  △464  －  －

所有者との取引額等合計  －  △1  △7,590  △464  －  －

2026年９月30日　残高  53,204  83,947  △77,741  －  10,822  200,795

 

  親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

資本合計

  その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

  
キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの有効部分

 合計     

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2026年４月１日　残高  69  216,593  569,907  853,503  144  853,648

中間利益  －  －  44,655  44,655  △5  44,650

その他の包括利益  835  △3,605  －  △3,605  △6  △3,611

中間包括利益合計  835  △3,605  44,655  41,050  △12  41,038

自己株式の取得 7 －  －  －  △7,675  －  △7,675

配当金 8 －  －  △11,855  △11,855  △0  △11,856

株式報酬取引  －  －  －  82  －  82

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 －  △464  464  －  －  －

所有者との取引額等合計  －  △464  △11,391  △19,448  △0  △19,449

2026年９月30日　残高  905  212,523  603,171  875,105  132  875,237
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー  
 

 
 
 

 

中間利益  18,667  44,650

減価償却費及び償却費  38,280  39,139

減損損失及び減損損失戻入益（△は益）  403  151

金融収益及び金融費用（△は益）  344  1,080

持分法による投資損益（△は益）  17  △54

固定資産除売却損益（△は益）  266  217

法人所得税費用  12,116  17,527

売上債権の増減額（△は増加）  △8,147  950

棚卸資産の増減額（△は増加）  △21,060  △30,799

仕入債務の増減額（△は減少）  7,314  20,184

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △178  △705

その他  △2,180  △13,652

小計  45,844  78,689

利息及び配当金の受取額  2,460  2,589

利息の支払額  △994  △1,449

法人所得税の支払額  △23,071  △10,799

営業活動によるキャッシュ・フロー  24,238  69,029
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前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

 注記 百万円  百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券の取得による支出  －  △372

投資有価証券の売却による収入  0  －

有形固定資産の取得による支出  △29,030  △24,629

有形固定資産の売却による収入  405  359

無形資産の取得による支出  △2,406  △5,691

投資不動産の売却による収入  105  －

その他  △5,913  △2,800

投資活動によるキャッシュ・フロー  △36,839  △33,134

     

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  20,371  7,447

長期借入れによる収入  30,000  －

長期借入金の返済による支出  △30,000  －

社債の発行による収入 6 －  19,901

社債の償還による支出 6 △40,000  △20,000

リース負債の返済による支出  △5,453  △6,265

配当金の支払額 8 △11,852  △11,855

自己株式の取得による支出 7 △1  △7,675

自己株式取得のための預託金の増減額
（△は増加）

7 －  △2,325

財務活動によるキャッシュ・フロー  △36,935  △20,773

現金及び現金同等物の為替変動による影響  430  △3,922

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △49,106  11,199

現金及び現金同等物の期首残高  267,000  288,582

現金及び現金同等物の中間期末残高  217,893  299,781
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　セイコーエプソン株式会社（以下「当社」という。）は日本国にある株式会社であります。当社の登記されている

本店および主要な事業所の住所は、当社ウェブサイト（https://corporate.epson）で開示しております。

　当社および当社の関係会社（以下「エプソン」という。）の事業内容および主要な活動は、「５．セグメント情

報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

　エプソンの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件

を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

　要約中間連結財務諸表は、完全な年次連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、2026年３月31

日に終了した前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

３．重要性がある会計方針

　エプソンの要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一であります。なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を

基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積りおよび見積りを伴う判断

　エプソンの要約中間連結財務諸表は、収益および費用、資産および負債の測定ならびに中間連結会計期間末日現在

の偶発事象の開示等に関する経営者の見積りおよび仮定を含んでおります。これらの見積りおよび仮定は過去の実績

および中間連結会計期間末日において合理的であると考えられるさまざまな要素を勘案した経営者の最善の判断に基

づいております。しかし、その性質上、将来において、これらの見積りおよび仮定とは異なる結果となる可能性があ

ります。

　見積りおよび仮定は経営者により継続して見直されております。これらの見積りおよび仮定の見直しによる影響

は、その見積りおよび仮定を見直した期間およびそれ以降の期間において認識しております。

　見積りおよび仮定のうち、エプソンの要約中間連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積りおよび仮

定は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 

５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

　エプソンの報告セグメントは、エプソンの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定および業績の評価をするために定期的に検討を行う対象となっている事業セグメントを基礎に

決定されております。報告セグメントは、製品の種類、性質、販売市場等から総合的に区分された事業セグメント

から構成されております。

　当連結会計年度より、管理体制の見直しにより報告セグメントの区分を変更しており、「プレシジョンイノベー

ション」、「インダストリアル＆ロボティクス」、「オフィス・ホームプリンティング」および「ビジュアル＆ラ

イフスタイル」の４つを報告セグメントとしております。

　前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に基づき作成しております。

　なお、報告セグメントに属する主要な製品等は次のとおりであります。

 

報告セグメント 主要な製品等

プレシジョンイノベーション

・インクジェットプリントヘッド

・水晶デバイス、半導体

・金属粉末

インダストリアル＆ロボティクス

・商業・産業用インクジェットプリンター、ラベルプリンター、POSシステム関連

製品、シリアルインパクトドットマトリクスプリンター、乾式オフィス製紙機、

およびこれらの消耗品、デジタル印刷ソフトウエアソリューション

・産業用ロボット

オフィス・ホームプリンティング
・オフィス・ホーム用インクジェットプリンターおよび消耗品、カラーイメージス

キャナー

ビジュアル＆ライフスタイル

・液晶プロジェクター

・ウオッチ、ウオッチムーブメント

・PC
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(2) セグメント収益および業績

　エプソンの報告セグメントによる収益および業績は、以下のとおりであります。セグメント間の取引はおおむね

市場実勢価格に基づいております。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注２）
連結

 
プレシジョン
イノベーション

インダストリア
ル＆ロボティクス

オフィス・ホーム
プリンティング

ビジュアル＆
ライフスタイル

計

売上収益        

外部収益 76,657 143,242 316,241 125,602 661,743 5,608 667,352

セグメント間収益 4,472 79 29 218 4,799 △4,799 －

収益合計 81,129 143,322 316,270 125,821 666,543 808 667,352

セグメント損益

（事業利益）（注１）
20,826 8,386 26,605 11,683 67,502 △30,071 37,430

その他の営業収益及び

その他の営業費用
      △6,284

営業利益       31,145

金融収益及び金融費用       △344

持分法による投資損益

（△は損失）
      △17

税引前中間利益       30,783

（注１）セグメント損益（事業利益）は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。

（注２）セグメント損益（事業利益）の「調整額」△30,071百万円には、セグメント間取引消去109百万円および全社費

用・その他△30,181百万円が含まれております。全社費用・その他は、主に基礎研究に関する研究開発費および

報告セグメントに帰属しない新規事業・本社機能に係る収益、費用であります。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注２）
連結

 
プレシジョン
イノベーション

インダストリア
ル＆ロボティクス

オフィス・ホーム
プリンティング

ビジュアル＆
ライフスタイル

計

売上収益        

外部収益 97,651 164,766 338,470 134,413 735,301 5,813 741,115

セグメント間収益 3,290 158 28 226 3,704 △3,704 －

収益合計 100,941 164,925 338,498 134,640 739,006 2,108 741,115

セグメント損益

（事業利益）（注１）
32,374 19,427 30,581 14,144 96,529 △29,372 67,156

その他の営業収益及び

その他の営業費用
      △3,951

営業利益       63,204

金融収益及び金融費用       △1,080

持分法による投資損益

（△は損失）
      54

税引前中間利益       62,177

（注１）セグメント損益（事業利益）は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。

（注２）セグメント損益（事業利益）の「調整額」△29,372百万円には、セグメント間取引消去149百万円および全社費

用・その他△29,522百万円が含まれております。全社費用・その他は、主に基礎研究に関する研究開発費および

報告セグメントに帰属しない新規事業・本社機能に係る収益、費用であります。
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６．社債、借入金及びリース負債

　社債、借入金及びリース負債の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2026年３月31日）
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

短期借入金 36,506 43,810

１年内返済予定の長期借入金 500 500

１年内償還予定の社債（注） 19,995 9,994

長期借入金 38,996 38,997

社債（注） 89,796 99,739

リース負債 45,664 45,474

合計 231,459 238,517

流動負債 68,087 65,450

非流動負債 163,371 173,067

合計 231,459 238,517

（注）社債の発行

前中間連結会計期間において発行された社債はありません。

 

当中間連結会計期間において発行された社債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 発行総額 利率（％） 償還期限

当社
第25回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

（グリーンボンド）
2026年９月17日 20,000 2.665 2031年９月17日

 

（注）社債の償還

前中間連結会計期間において償還された社債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 発行総額 利率（％） 償還期限

当社
第21回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

（グリーンボンド）
2020年７月16日 40,000 0.230 2025年７月16日

 

当中間連結会計期間において償還された社債は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 発行総額 利率（％） 償還期限

当社 第15回無担保社債（社債間限定同順位特約付） 2016年９月21日 10,000 0.340 2026年９月18日

当社 第18回無担保社債（社債間限定同順位特約付） 2019年７月19日 10,000 0.200 2026年７月17日

 

　社債、借入金及びリース負債は償却原価で測定する金融負債に分類しております。

　社債および借入金に関し、エプソンの財務活動に重大な影響を及ぼす財務制限条項は付されておりません。
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７．資本およびその他の資本項目

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　重要な取引はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　自己株式の取得

　当社は、2026年８月５日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式の取得およびその具体的な取得方法について決議し、以下の通り実施しまし

た。

 

・2026年８月５日開催の取締役会における決議内容

① 取得対象株式の種類　　当社普通株式

② 取得し得る株式の総数　17,000,000株（上限）（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：

5.31％）

③ 株式の取得価額の総額　30,000百万円（上限）

④ 取得期間　　　　　　　2026年８月７日～2027年３月31日

⑤ 取得方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付け（証券会社による取引一任方式）

 

・上記取締役会決議に基づき取得した自己株式

① 取得対象株式の種類　　当社普通株式

② 取得した株式の総数　　2,455,000株

③ 株式の取得価額の総額　7,674,578,300円

④ 取得期間　　　　　　　2026年８月７日～2026年９月30日

⑤ 取得方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付け（証券会社による取引一任方式）

 

８．配当金

　配当金の支払額は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 11,852 37 2025年３月31日 2025年６月27日

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 11,855 37 2026年３月31日 2026年６月26日

 

　また、基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

ものは、以下のとおりであります。

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年11月５日

取締役会
普通株式 12,721 40 2026年９月30日 2026年11月30日
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９．売上収益

　「５．セグメント情報」で記載している報告セグメント別の売上収益を、事業別に分解しております。これらの分

解した売上収益と報告セグメントとの関連は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

  
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

 プレシジョンイノベーションセグメント 81,129 100,941

 インクジェットソリューションズ事業 29,916 39,000

 マイクロデバイス事業 44,657 55,240

 エプソンアトミックス事業 7,630 9,064

 事業間売上収益 △1,076 △2,363

 インダストリアル＆ロボティクスセグメント 143,322 164,925

 商業・産業プリンティング事業 132,079 151,060

 ロボティクス事業 11,265 13,865

 事業間売上収益 △22 －

 オフィス・ホームプリンティングセグメント 316,270 338,498

 ビジュアル＆ライフスタイルセグメント 125,821 134,640

 ビジュアルプロダクツ事業 90,039 94,709

 ウエアラブルプロダクツ事業 21,518 25,871

 PC事業 14,263 14,059

 その他（注２） 808 2,108

合計 667,352 741,115

 顧客との契約から認識した収益 664,134 737,685

 その他の源泉から認識した収益（注３） 3,217 3,429

（注１）当連結会計年度より、報告セグメント区分を変更しております。前中間連結会計期間の売上収益は、変更後の報

告セグメント区分に基づき作成しております。

（注２）「その他」には、セグメントに帰属しない売上収益およびセグメント間取引消去が含まれております。

（注３）「その他の源泉から認識した収益」には、IFRS第16号に基づくリース収益等が含まれております。
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　エプソンは、「プレシジョンイノベーション」、「インダストリアル＆ロボティクス」、「オフィス・ホームプリ

ンティング」および「ビジュアル＆ライフスタイル」の４つのセグメントに係る製品の製造、販売を主な事業として

おり、こうした製品の販売については、通常は製品の引渡時点において当該製品に対する支配が顧客に移転し、エプ

ソンの履行義務が充足されるため、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。一部の製品において機器の設置

や据付等の作業を伴う場合がありますが、そうした場合は当該作業が完了し顧客の受け入れが得られた時点で、エプ

ソンの履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

　また、エプソンは、製品販売時に延長保証等の保守に関するオプションを提供しております。こうした保守契約に

ついては、履行義務が時の経過につれて充足されると判断しており、顧客との契約において約束された対価の金額を

契約期間にわたり均等に収益認識しております。

　なお、当該製品の販売にかかる取引の対価を製品の引渡前に前受金として受領する場合や当該保守契約にかかる取

引の対価を締結時に一括で前受けにより受領している場合等について、履行義務が充足するまで契約負債を認識して

おります。

　エプソンは、顧客である販売代理店等に対し、所定の目標の達成等を条件としたリベート等を付けて販売する場合

がありますが、その場合の取引価格は、顧客との契約において約束された対価からリベート等の見積りを控除した金

額で算定しております。なお、リベート等の見積りは、過去の傾向や直近の情報などに基づく合理的な方法により算

定しており、収益は重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

　取引の対価は、履行義務の充足後、主として１年以内に、顧客ごとに定める条件に応じ受領しており、重大な金融

要素は含んでおりません。

 

10．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 18,664 44,655

親会社の普通株主に帰属しない中間利益（百万円） － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益（百万円）
18,664 44,655

期中平均普通株式数（千株） 320,382 320,060

基本的１株当たり中間利益（円） 58.26 139.52

（注）希薄化後１株当たり中間利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

セイコーエプソン株式会社(E01873)

半期報告書

24/32



11．金融商品

(1) 公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値は、以下のとおり算定しております。

 

（デリバティブ）

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

（株式）

　市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない金融商品の公正価値は、

入手可能なデータ等を勘案し、類似企業の直近取引価格および将来キャッシュ・フローを割り引く方法等の評価

方法により見積っております。

 

（借入金）

　短期借入金は、短期間で決済されるため公正価値は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、エプソンの信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、公正価値は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に

よっております。なお、固定金利によるものは、当該長期借入金の元利金の合計額を新規に同様の借入を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

（社債）

　当社の発行する社債の公正価値は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(2) 公正価値ヒエラルキー

　金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

 

レベル１：　活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：　レベル１以外の、観察可能な価格を直接または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：　観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

　なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、前連結会計年度および当中間連結会計期間の末日に発生した

ものとして認識しております。

 

① 償却原価で測定する金融商品

　償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。なお、以下の表

に表示されていない償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は近似しております。

 

前連結会計年度（2026年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

償却原価で測定する金融負債      

　借入金 76,002 － 75,318 － 75,318

　社債 109,791 － 106,338 － 106,338

合計 185,794 － 181,656 － 181,656

 

当中間連結会計期間（2026年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

償却原価で測定する金融負債      

　借入金 83,308 － 82,552 － 82,552

　社債 109,734 － 105,725 － 105,725

合計 193,043 － 188,277 － 188,277
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② 公正価値で測定する金融商品

　公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2026年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

公正価値で測定する金融資産     

　デリバティブ － 1,534 － 1,534

　株式 9,747 － 9,992 19,740

合計 9,747 1,534 9,992 21,275

公正価値で測定する金融負債     

　デリバティブ － 2,068 － 2,068

合計 － 2,068 － 2,068

 

　　　　当中間連結会計期間（2026年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

公正価値で測定する金融資産     

　デリバティブ － 2,772 － 2,772

　株式等 14,131 － 10,414 24,545

合計 14,131 2,772 10,414 27,317

公正価値で測定する金融負債     

　デリバティブ － 1,127 － 1,127

合計 － 1,127 － 1,127

 

　前連結会計年度および当中間連結会計期間において、レベル１とレベル２の間の振替が行われた金融商品はあり

ません。
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レベル３に分類された金融商品の増減は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

期首残高 7,168 9,992

利得および損失   

　純損益（注１） － △0

 　その他の包括利益 359 49

 購入 － 372

 レベル３からの振替（注２） △489 －

期末残高 7,037 10,414

（注１）要約中間連結包括利益計算書の「その他の営業収益」および「その他の営業費用」に含まれております。

（注２）前中間連結会計期間に認識されたレベル３からの振替は、投資先が取引所に上場したことによるものでありま

す。

 

12．偶発事象

重要な訴訟

　訴訟については、一般的に不確実性を含んでおり、経済的便益の流出可能性についての信頼に足る財務上の影響額

の見積りは困難です。経済的便益の流出可能性が高くない、または財務上の影響額の見積りが不可能な場合には引当

金は計上しておりません。

　エプソンに係争している重要な訴訟は、以下のとおりであります。

　当社の連結子会社であるEpson Europe B.V.（以下「EEB」という。）は、2010年６月にベルギーにおける著作権料

徴収団体であるLa SCRL REPROBELに対して、マルチファンクションプリンターに関する著作権料の返還などを求める

民事訴訟を提起しました。その後、La SCRL REPROBELがEEBを提訴したことにより、これら二つの訴訟は併合され、

かかる訴訟の第１審ではEEBの主張を棄却する判決がなされましたが、EEBは、これを不服として上訴する方針です。

 

13．後発事象

　該当事項はありません。

 

14．追加情報

米国関税に係る還付額の確定

　米国において国際緊急経済権限法（IEEPA）を根拠に課された関税が連邦最高裁判所により無効と判断されたこと

を受け、2026年６月29日より、米国税関・国境警備局（CBP）は、当該関税の還付申請を処理する統合通関管理・処

理システム（CAPE）のPhase2の運用を開始しております。

　これに伴い、一部の米国子会社において還付申請手続を開始しており、当中間連結会計期間において当該申請に係

る審査が完了しております。還付対象として認められた17,325百万円について、要約中間連結包括利益計算書の「売

上原価」の減額として計上しております。

 

15．要約中間連結財務諸表の承認

　要約中間連結財務諸表は、2026年11月５日に当社代表取締役社長　吉田　潤吉および執行役員経営管理・DX本部

長　繁村　治によって承認されております。
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２【その他】

１．配当決議

　2026年11月５日開催の取締役会において、中間配当の実施に関し決議いたしました。詳細については、「１　

要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　８．配当金」に記載のとおりであります。

 

２．重要な訴訟事件等

　エプソンに関する重要な訴訟事件等については、「１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　

12．偶発事象」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月５日

セイコーエプソン株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田 中　卓 也

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 見 並　隆 一

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金 子　剛 大

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセイコーエプソ

ン株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結包括利益計算書、要

約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、セイコーエプソン株式

会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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